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1 生三吉保護関係  
1 保護の動向   

（1）被保護世帯、人員、保護率の推移  

被保護世帯  保護の開廃の状況  被保護人員  

保護率  

実  数  指 数  開始世帯数  廃止世帯数   実 数  指 数  

（世帯）  A   A／B  （人）   （‰）  

年  100．0   14，659   16，027   0．91  1．431．117  100．0  11．8   

年  7了．1   11，746   11．132   1．06  882．229   61．6  7．0   

年  613．106   78．6   12．202   11，006   1．11  887．450   62．0  7．1   

年  80．9   12．921   11．112   1．16  905．589   63．3  7．2   

年  85．0   15，145   12，057   1．26  946．994  66．2  7．5   

年  90．2   15．826   12．232   1．29  1．004，472   70．2  7．9   

年  751．302   96．3   16，722   12，526   1．33  1．072，238   74．9  8．4   

年  103．2   17．906 13，050   1．37  1，148．088  80．2  9．0   

年  111．6   19，413   13，了89   1．41  1，242．了23  86．8  9．8   

年  120．6   20．463   14，872   1．38  1．344．327   93．9  10．5   

年  128．0   19，187   15．164   1．27  †，423．388   99．5  11．1   

年  133．4   15．662   11．757   1．33  1，475．838  103．1  11．6   
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資料：福祉行政報告例   

（2）世帯類型別構成比の推移  

年  度  総  数   高齢者世帯  母子世帯  傷病者世帯  障害者世帯  その他世帯  

（％）  総 数（％）  うち単身（％）   （％）   （％）   （％）   （％）   

（iO 年度  100．0  31．2  82．1  14．6   44． 8  9．3   

7 年度  100．0  42．3  88．1   8．7   42．0  6．9   

8 年度  100、0  43．2  89．3   8．4   41．6  6．8   

9 年度  100．0  44．0  88．5   8．3   41．0  6．7   

10 年度  100．0  44．5  88．4   8．2   40．4  6．9   

11年度  100．0  44．9  88．3   8．3   39． 6  7．1   

12 年度  100．0  45．5  88．1   8．4   38．7  7．4   

13 年度  100．0  46．0  87．9   8．5   37．8  7．7   

14 年度  100．0  46．3  87．8   

15 年度  100．0  46．3  87．6   

16 年度  100．0  46．7  87．6   

17 年度  100．0  43．5  88．4   8．6  36．7   7．3           8．7  35．8   7．3           8．8  35．1   9．4           8．7  26．2  11．3  10．3   
面．行政報告伊  ヨ   

（3）生活保護費に占める扶助種類別等割合（単位：千円）  

保護費総額  生活扶助費  （％）  住宅扶助費  （％）  教育扶助費  （％）  医療扶助費  （％）  介護扶助費  （％）   

年  0．4  89．258，266  54．3  1，194，438  0．7   

年  

年  

年  

年  

・度  219．078，986  70，780．011  32．3  27．265．535  12．4  982．637  0．4  112，253．786  51．2  3，920．009  1．8   

平成12  

平成13  

平成14  

平成15  

平成16  

出産扶助費  （％）  生業扶助費  （％）  葬祭扶助費  （％）  事務費等  （％）   

・度   18，229  0．0  14，328  0．0  285，291  0．2  1．844，744  

年  17．910  0．0  15．681  0．0  308．096  0．2  2，882．723  1．6   

年  18，968  0．0  21．255  0．0  350．82了  0．2  2，848．46了  1．5   

年  22．282  0．0  24．785  0．0  368，129  0．2  2，842，922  1．4   

年  20．883  0．0  26．413  0．0  410，381  0．2  2，873．583  1．4   

年  

平成13  

平成14  

平成15  

平成16  

平成1了  

資料：生活保護速報（各年度毎の扶助金額は、年度平均値である。）  
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（4）世帯類型別保護受給期間別世帯数の割合の推移  

総  世  帯  高  齢  者  世  帯   

せ帯数   1～3  3～10  10年  世帯数  ロ   1～3  3～10  10年  

年未満  年未満  年未満  以 上  年未満  年未満  年未満  以 上   

F  565，640   10．1  14．9  38．1  36．9  244．710  6．0  11．0  36．4  46．7   
F  574，920   11．1  16．0  35．2  37．8  253，390  6．4  11．8  34．0  4了．6   
F  580．000   10．7  17．7  33．3  38．2  253，250  6．8  12．9  32．1  48．2   
F  589．000   11．1  18．4  32．3  38．1  261．670  7．1  13．7  30．9  48．3   
F  605，350   11．6  18．5  32．3  37．6  272．730  7．5  14．5  30．7  47．4   
F  630．830   12．2  19．3  32．4  36．2  289，660  7．8  14．9  31．1  46．2   
F  677，910   13．2  20．1  32．4  34．4  313，410  7．8  15．7  31．4  44．1   
F  719．200   13．3  22．0  32．6  32．1  330，880  9．0  17．4  31．8  41．8   
F  767．870   13．0  22．9  34．0  30．1  362，350  8．9  18．2  33．3  39．6   
事  838，550   14．8  22．1  34．9  28．2  398．200  9．7  17．4  34．9  37．0   

F  908，790   14．8  22．4  36．0  26．7  433，720  9．8  18．2  36．4  35．5   
F  970．640   13．9  23．1  37．1  25．8  465，160  9．1  18．3  38．0  34．6   
F l，015．830  12．5  22．5  39．6  25．5  438，030  臥0   16．9  40．2  34．7   

母  子  世  帯  傷 病 障 害 者 世 帯   
せ帯数   1～3  3～10  10年  世帯数  l   1・・■3  3～10  10年  

年未満  年未満  年未満  以 上  年未満  年未満  年未満  以 上   

草  56．540   13．9  22．3  50．5  13．4  227，500  12．6  16．8  38．7  31，8   

草  52．750   15．3  22．9  47．5  14．3  225，950  13．3  17．2  37．3  32．2   

宇  50，620   17．1  24．5  43．8  14．5  233，320  14．5  18．5  34．1  32．8   

享  49．960   15．0  2臥3  41．3  15．5  245，110  13．8  20．4  32．8  33．0   

享  49．640   16．2  27．2  40．7  15．9  248，220  13．8  21．3  32．5  32．4   

羊  48，610   17．2  27．3  39．9  15．6  254，310  14．5  21．0  32．5  31．9   

事  49．030   18．5  29．3  39．5  12．6  257．700  15．1  22．0  32．8  30．1   

事  54，620   19．4  29．7  38．8  12．1  269，310  16．2  23．0  32．5  28．3   

宇  56，120   20．4  31，6  38．0  7．9  290．010  15．5  24．5  33．3  26．7   

宇  62．870   20．3  33．6  37．0  8．1  295．230  15．3  25．5  34．7  24．5   

宇  69，350   22．7  31．8  37．6  7．9  307，860  17．5  24．0  35．1  23．4   

羊  75，210   21．0  33．0  39．0  6．9   

宇  81．180   19．3  33．6  40．3  6．9   

草  78．060   18．0  32．9  42．6  6．5   

そ の 他 世 帯  

世帯数   1～3  

年未満   年未満   

羊  44，900   8．3  16．1  43．9  31．7   

羊  42，230   10．2  15．4  40．8  33．6   

羊  37．390   13．1  16．8  37．2  33．0   

羊  31，680   11．8  19．1  34．4  34．7   

羊  29．470   14．5  21．3  30．6  33．6   

羊  29．700   15．2  19．7  32．3  32．8   

牢  34，400   17．6  21．3  29．9  31．2   

羊  40．570   18．3  22．1  30．3  28．3   

羊  42，190   21．5  28．3  27．8  22．4   

車  47，420   20．1  28．9  30．3  20．6   

事  63，140   24．7  26．1  31．2  18．1   

車  68，780   28．0  28．4  28．7  14．8   

牢  81．330   24．7  31．4  30．1  13．8   

牢 103．020   19．5  31．1  35．1  14．3   
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資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）   
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2．福祉事務所の現状  

（1）査察指導員及び現業員の業務経験の状況  

（注）生活保護法施行事務監査資料  

（2）査察指導員の欠員状況  

未 充 足 人 員（人）  未 充 足 事 務 所 数（か所）  

総 数   郡 部   市 部   総 数   郡 部   市 部   

平成16年度   160   7   153   115   7   108   

平成1了年度   163   3   160   109   3   106   

平成18年度   177   6   1フ1  貞114  113   

（注）生活保護法施行事務監査資料  

（3）現業員の欠員状況  

未 充 足 人 員（人）  未 充 足 事 務 所 致（か所）  

総 数   郡 部   市 部   総 数   郡 部   市 部   

平成16年度  1，198   61   1．137   281   42   239   

平成17年度  1．231   38   1．193   269   30   269   

平成18年度  1，242   64   1，178   269   32   237   

（注）生活保護法施行事務監査資料  

：参考）全国の福祉事務所、査察指導員、現業員数  

福祉事務所数（か所）   査察指導員数（人）  現 業 員 数（人）   

平成16年度   1．225   2，307   11．944   

平成17 年度   1，225   2，364   12，449   

平成18年度   1，240   2，414   12，902   

（注う 生活保護法施行事務監査資料  
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（4）規模別福祉事務所の現状  

ア 被保護世帯規模別福祉事務所の推移  

平 成16 年 度  平 成17 年 度  平 成 18 年 度  
：譲世帯規模別  

事務所数  構 成 比  事務所数  構 成 比  事務所数  構 成 比  
（か所）   （％）   （か所）   （％）   （か所）   （％）   

100以下   170   13．9   177   14．4   178   14．4   

01～200   226   18．4   228   18．6   235   19．0   

01～500   348   28．4   329   26．9   335   27．0   

501以上   481   39．3   491   40．1   492   39．6   

計   1．225  100．0  1．225  100．0  1，240  100．0   

（注）生活保護法施行事務監査資料  

イ 現業員規模別福祉事務所の状況  

査 察 指 導 員  現  業  員  

現業員  
事務所数  

規模別  構成比  総数  
現業経験1年   

（人）  

未満の者数  

総数 （人）  現業員 未経験者数 （人）   （％）  （人）  

3人以下   413（33．3％）   1，512   442  29．2   975   287  

人〈・7人  389（31．4％）   581   了0  12，0   2，010   518  

8人以上   438（35．3％）   321   団  19．0   9，917   2．360  

計   1，240（100．0％）  2，414   553  22．9   12，902   3，165  

（注）平成18年度生活保護法施行事務監査資料  

（参考）   

専任面接員の配置状況  

茎  総  数   郡  部   市  部   

務 所 数   1，240か所   253か所   987か所   

監事務所数   210か所   3か所   207か所   

置  率   16．9％   1．2％   21．0％   

（注）平成18年度生活保護法施行事務監査資料  
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：‡指導監査の実施状況   

（1）厚生労働省及び都道府県■指定都市が実施した指導監査の状況（平成17年度）  

都道府県・   
福祉事務所数   

ケース検討数  
区  

指定都市数  （被保護世帯数）   

監査対象数 A  61 県市   1，231か所   1．041，508件   

監  61 県市   80か所   4．850件  

査  

実  1，148か所   54，405件  

施  
数   B   61 県市   1，228か所   59，255件   

実施率 B／A  100．0％   99．8％   5．7％   

資料：監査対象数のWO数、被保護世帯数は平成17年度福祉行政報告例。その他は平成17年度  

生活保養去施行事務監査資料、生活保護法施行事務監査実施結果報告。  

（注）福祉事務所数の実施率99．8％は、監査対象数Aが4月1日現在に対し、4月1日以降の  

市町村合併に伴い福祉事務所の廃止等の影響により、監査実施数Bが減少したためである。  

（2）厚生労働省指導監査結果に基づく主な問題点（平成17年度）  

都  
道  か所  ％  

府  

県  ・管内福祉事務所の実施体制の整備・確保  52  85．2   

指  ・自動車保有ケースに対する指導の徹底   20   32．8   

定  8   13．1   
都  
市  
本  
庁   

か所  ％  

保護の適正実施の推進  

・病状把握及び就労指導の徹底  52  65．0  

・訪問調査活動   40   50．0  

福  ・扶養能力調査   37   46．3  

■収入申告書の徴取   18   22．5  

祉  ・他法他施策の活用   17   21．3   

事  ・開始時の関係先調査   8   10．0  
・課税調査   5   6．3  

務  ・資産の把握   2  2．5  

所  組織的な運営管理の推進  

・組織的運営管理の充実強化  21  26．3  

・実施体制の整備   16   20．0   

資料：平成17年度厚生労働省監査結果  

（注）都道府県・指定都市本庁指摘率＝か所／61  

福祉事務所指摘率＝か所／80  
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（3）福祉事務所に対する指摘事項（平成17年度）  
項・着眼点別改善指示事項（その1）   

厚生労働省監査分    都道府県・市監査分  合  計    指摘率  
指摘事項  

（％）   郡部  市部  計  郡部  市部  計  郡部  市部  計   

の適正実施の推進   4  73  77  231  610  841  235  683  918  74．8   

と護の相談、申請、開始段階における  
3  45  48  50  158  208  53  203  256  20．8   

「、指導及び調査の徹底  

面接相談時における適切な対応  4  13  17  4  13  17  1．4   

適切な事務処理   3  4  15  44  59  16  47  63  5，1   

保護開始時における調査   12  

扶養義務履行の指導  39   

関係機関等との連携   2  2  2  2  0．2   

と譲受給中における指導援助の推進   4  75  79  182  647  829  186  722  908  73．9   

権利、義務の周知徹底  4  4  33  33  37  37  3．0   

資産及び収入の把握   2  38  40  88  265  353  90  303  393  32．0   

年金等の受給資格の確認   2  

扶養能力調査の実施  2   

処遇方針の設定  13   

計画的な訪問調査活動の推進  3  45  48  

就労阻害要因の把握   65   

個別具体的な指導援助の充実  8  

関係機関との連携及び社会資源等の活用  4  31  35  4  32  

・）自立助長ケースの選定  36   

彗正な保護の決定事務の確保  33  145  178  33  145  178  14．5   

民生活費の認定、加算、控除等の決定  
38  162  200  38  162  200  16．3   

努の適正処理  

こ正受給防止対策等の推進  4  4  14  64  78  14  68  82  6．7   

収入申告内容の確認等の状況  4  10  56  66  

不正受給ケースに対する措置  17  22   

不正受給等の原因分析の及び再廃防止対策  14   

扶助の適正運営の確保   2  47  49  57  220  277  59  267  326  26．5   

三療扶助受給者に対する指導援助の状況  21  81  102  21  

／セプトの点検・活用   36         9   

多送給付等の状況  4  22  26  4  22  26  2．1  

葛託医等の配置及び活動状況  3  3  2  13  15  2  

匡庁への協議技術的助言の要請状況  3  4   3  4  0．3   

乙法他施策の活用及び関係機関との連携   23   

頁回受診者に対する適正受診指導状況  9  29  38      39  3．2   

三療扶助の例外的給付（入院目数180日超）  13  
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（その2）  

厚生労働省監査分    都道府県・市監査分  合  計  指摘率  
指摘事項  

（％）   郡部  市部  計  郡部  市部  計  郡部  市部  計   

介護扶助の適正運営の確保  8  50  58   8  50  58  4．7   

4  20  24   4  20  24  2．0   

（2）介護給付費の点検等  5  14  19   5  14  19  1．5   

（3）福祉用具及び住宅改修の給付状況  8  8  9  0．7   

（4）介護施設入所者基本生活費等給付  1 2 2  0．2   

（5）本庁への技術的助言の要請状況  0．0   

（6）他法他施策の活用及び関係機関との連携  
（1）介護扶助受給者に対する指導援助の状況  

25   2  

福祉事務所における入所措置等の適正実施の確保  5    16   5    16  1．3   

3  3  3  3  0．2  

（2）適正な保護の決定事務の確保  
（1）適正な入所措置事務等の確保  

5   14                  9  5   9  14  1．1   

組織的な運営管理の推進   4  60  64  49  322  371  53  382  435  35．4   

1 計画的な運営管理の推進   2  38  ■ 40  14  116  130  16  154  170  13．8   

（1）理事者等の現状認識  34  34  13  13  47  47  3．8   

（ニ：）処遇困難ケースに対する組織的取組  2  31  33   2  15  17  4  46  50  4．1   

（：；）運営の方針及び事業計画の状況  7  7   4  14  18   4  21  25  2，0   

（4二）自主的内部点検及び適正化対策事業  2  16  18   2  16  18  1．5   

の実施及び活用状況  0．0   

（E、）ケース診断会議の活用状況  32  32  4  79                     83   4  111  115  9．4   

2 査察指導機能の充実   3  58  61  31  180  211  34  238  272  22．1   

（1）現業活動の掌握体制の確保  36  36  10  63  73  10  99  109  8．9   

（2）訪問の進行管理等   43  44  12  103  115  13  146  159  12．9   

（3）ケース審査及び助言、指導   3  

（4）処遇困難ケースへの対応  2   10  10   2  23  25  2．0   

3 実施体制の確保   2  23  25  29  163  192  31  186  217  17．7   

（1）職員の配置状況   2  23  25  16  133  149  

（2）面接相談体制の状況  2  3  3  0．2   

（3）経理事務の処理状況  58   

（4）ケース記録等事務処理の管理状況  21  21  22  22  1．8   

福祉事務所の実情に応じた重点的な指導   3  4  18  77  95  19  80  99  8．1   

30  31   30  

（2）暴力団関係者ケースに対する調査、指導  2  

（3）自動車保有ケースに対する調査、指導  
（1）福祉事務所の実情に応じた取組状況  

52   

（注）1 本表は厚生労働省及び都道府県・指定都市本庁の監査結果通知において、着眼点（カツコ数字）ごとに指摘した  

福祉事務所の延べ数を主眼事項（Ⅰ′1～Ⅵ）ごとに各事項で指摘した福祉事務所の実数を記載したものである。  

指摘を受けた事務所数  

2 指摘率＝  ×100   

厚生労働省監査実施事務所数80箇所＋都道府県・指定都市本庁一般監査実施事務所数1．148箇所  
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②ケース検討結果の指導指示の状況  

（平成17年度実施分）  

厚生労働省   
都道府県・指定都市監査  

総数  
監査  

一般監査  特別指導監査  ′ト計   

ケーース検討数（A）  件   件   件   件   件  

59，255   4，850   47，764   6．641   54，405   

指導・指示ケース数（B）  件   件   件   件   件  

17，715   2，371   12，824   2．520   15，344   

指導・指示率（B／A）  ％   ％   ％  

26．8   37．9   28．2   

件   件   件  

処遇方針の樹立   305   50   355  

（1．7）   （1．3）   （1．6）  

資産の把握・活用   1，639   165   1，236   238   1，474  

指  （6．5）   （4．4）   （7．0）   （6．1）   （6．8）  

扶養義務者調査   4，437   688   3，119   630   3，749  
（17．5）   （18．4）   （17．6）   （16．1）   （17．3）  

導  2，667   384   1，890   393   2，283  
（10．5）   （10．3）   （10．7）   （10．0）   （10．6）  

最低生活費の算定   1，535   127   1，171   237   1，408  

（6．1）   （3．4）   （6．6）   （6．1）   （6．5）  

収  入  認  定   3，573   464   2，579   530   3，109  

指  
（14．1）   （12．4）   （14．6）   （13．6）   （14．4）  

病  状  把  握   2，814   527   1，829   458   2，287  
（11．1）   （14．1）   （10．3）   （11．7）   （10．6）  

示  423   101   274   48   322  

（1．7）   （2．7）   （1．5）   （1．2）   （1．5）  

事  
指導・指示の徹底   2，402   455   1，560   387   1，947  

（9．5）   （12．2）   （8．8）   （9．9）   （9．0）  

訪問による実態把握   4，758   749   3，210   799   4，009  
（18．8）   （20．0）   （18．1）   （20．4）   （18．5）  

項  

そ  の  他   758   71   564   123   687  

（3．0）   （1．9）   （3．2）   （3．1）   （3．2）  

計   25，369   3，739   17，719   3，911   21，630  
（100．0）   （100．0）   （100．0）   （100．0）   （100．0）   

（注）（）内の数字は、合計に対する構成割合  

資料：三三成17年度生活保護法施行事務監査監査実施結果報告、平成17年度厚生労働省監査結果  
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◎）都道府県一指定都市別ケース検討結果表（都道府県・指定都市実施分）  

資料：平成17年度生活保護法施行事務監査実施結果報告  
（注） （）内は、指導指示総数に対する構成割合  
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